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2012年度政府予算編成に関する要請書

　国民生活の安定に尽力されておられる貴職に対し敬意を表します。

　さて、2012年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

（◎が重点課題）

記

【学校用務員関連】

◎1.　学校における環境安全基準および、国と設置者である自治体の責任について明確にすること。さらには「学校保健安全法」成立時における参議院附帯決議として明記された「専ら学校安全対策に従事する者」の配置を具体化した「学校安全対策基本法」の制定をはかること。

　2.　学校用務員を、「学校保健安全法」成立時における参議院附帯決議、および2008年７月に閣議決定された教育振興基本計画に基づき「専ら学校安全対策に従事する者、スクールガードリーダー」として位置づけ、配置を明確に定めること。

　3.　学校用務員職場においては、作業中の転落死亡事故等の発生に見られるように、危険な作業に従事することが多いことを考慮し、文部科学省として「学校用務職場における安全衛生管理要綱」を策定すること。

【学校給食関連】

◎4.　学校給食法や学校給食衛生管理基準を遵守しない自治体も実在し、今後も食中毒を発生させる可能性がある。子どもたちが安心して学校給食を喫食できるように、罰則規定も含めた学校給食法および学校給食衛生管理基準の改定を進めること。

　5.　学校給食において衛生管理基準を遵守して給食を実施している自治体の情報を、ドライ施設、ウエットドライ施設に分類して提供すること。

　6.　大規模食中毒を防止するため、食中毒感染が疑われる給食調理員に対して、出勤停止の規定を定めるなど、学校給食調理施設に対する措置を強化すること。

　7.　このたびの福島第一原子力発電所事故により、見えない放射能に対する国民の意識は高まってきている。早急に、学校給食への照射じゃがいもの搬入を中止する通達を文部科学省名で発出すること。

【学校事務関連】

　8.　公教育の無償化について

　　(１)　義務教育の実質無償化を実現するため、保護者負担金の実態を把握し、その縮減に必要な財源措置や制度改革を行うこと。

　　　　　また、就学援助制度の拡充と条件整備を一層推進すること。

　　(２)　高校の実質無償化を実現するため、一層の改善を行うこと。また、高校の教材費等の負担軽減のため、給付型奨学金の拡充を行うこと。

　　　　　高校授業料無償化にともない、学校徴収金の会計処理に混乱が生じないよう、関係省庁とも協議のうえ、適正な会計処理についての判断を示すこと。

　◎(３)　学校における経理事故の防止と適正化をはかるため、地方自治法等の関係諸法令を遵守した会計処理がなされるよう、必要な措置を行うこと。

　　　　　とくに学校給食費の公会計処理への移行については、旧文部省時代の行政実例によって各自治体が判断を行っており、関係省庁とも調整のうえ、早急な改善を行うこと。
　9.　教職員人件費について 

　　(１)　義務教育費国庫負担制度の検討にあたっては、税財源の移行措置をともなわない廃止・縮減は行わないこと。とくに学校事務職員のみの廃止・縮減を行わないこと。一括交付金化の検討にあたっても、上述の趣旨を前提とすること。

　　(２)　政令指定都市への負担先変更、中核市への人事権付与など地方分権に立脚した措置を推進すること。

　10. 学校事務職員の定数について

　　(１)　都道府県立学校事務職員の定数算定にあたっては、安定した校務運営を保障するため、定数基準を最低３人とし、事務長を含む正規職員で賄えるよう予算を計上すること。
　　(２)　義務制学校事務職員の定数算定にあたっては、子どもに及ぼす経済格差を解消するために、就学困難な児童生徒にかかる加配を重点的に改善すること。とくに自治体における準要保護児童生徒の認定時期を考慮した加配措置が行われるよう配慮すること。また、大規模校への複数配置基準を改善すること。

　　(３)　東日本大震災による被災学校については、施設設備の復旧の長期化に備えるため、正規事務職員を加配するとともに、その定数を賄える予算を計上すること。

　11. 学校環境整備について

　　(１)　授業等に使う教材について予算措置を拡充すること。拡充にあたっては、文部科学省の審査等を必要としない、地方主権に立った財政措置を行うこと。教材教具・教科書のデジタル化については十分な協議を行うこと。

　　(２)　学校施設の地域実態に応じた多機能化を推進すること。とくに防災拠点としての役割を配慮し、ユニバーサルデザインに立った学校施設整備指針を早急に策定すること。

　12. 東日本大震災からの復旧・復興について

　　(１)　学校機能の早期復旧のための、財政措置を行うこと。児童生徒、教職員の心理的ケアおよび施設復旧のための増員措置を特別に行うこと。

　　(２)　災害時の避難場所に指定されている学校の復興にあたっては地域住民、児童生徒、教職員の意向を尊重した計画を策定し、特別な財政措置を講ずること。

　　(３)　福島県を中心とする「放射能汚染による避難区域」および「それに準じて所要の活動制限が加えられる区域」については、学校施設設備が被災により滅失していない場合についても、通常の教育活動を保障できうる施設・設備の整備にかかる予算を措置すること。

　13. 生涯学習の充実等について

　　　公民館・博物館・図書館等の公的社会教育施設の管理運営方法については設置責任者である自治体の選択・判断によるものであり、また公的社会教育施設の建設・整備や、社会教育主事等の専門職配置など、公的社会教育施設の実施体制確保についても同様であるが、改正社会教育法等における付帯決議を踏まえ、自治体に対しその趣旨の十分な周知をはかるとともに、適切な働きかけを行うこと。

　14. 学校給食および学校用務に関することについて

　　　教職員定数の拡大にあたって、行政改革法を理由とした給食調理員および学校用務員への削減を行わないこと。あわせて、自治体の主体的な判断による展開が可能となるよう、不要な指導・助言は行わないこと。

　　　また、学校運営にあたっては、給食調理員および学校用務員についても学校運営の基幹職員として位置づけること。

【公設試験研究機関関連】

　15. 2011年度補正予算、2012年度予算における施策・事業のなかで、公設試験研究機関（以降、公設試）が関与できるまたは関与している事業について、また、地域科学振興政策の方針転換や、新たな予算策定の指針などがあれば、内容を明らかにすること。

　16. 東日本大震災により、被災地域の公設試は甚大な被害を受け、業務に用いる測定機や分析機も多く損傷した。被災地域の生産者や中小企業を支援するために、2010年度に科学技術振興機構（以降ＪＳＴ）が実施した産学連携拠点機器整備事業と同スキームの事業を、震災復興支援事業と位置づけて再度実施すること。

　17. 行政刷新会議において、地域の科学技術振興は文科省が行う必要はないとされ、ＪＳＴの地域拠点プラザとサテライトが廃止されることとなった。ＪＳＴプラザ・サテライトは、地域の大学が保有する技術シーズの有効活用、地域の企業や経済状況に精通した公設試や自治体などとの有機的な連携を持つ拠点として有効に機能している。民主党方針と整合する形での組織改編により、存続を求める。

　18. ＪＳＴの実施している、「研究成果最適展開支援プログラム　Ａ－ＳＴＥＰ　ＦＳステージ　探索タイプ」は前年度より公設試の採択率が非常に低く、連携拠点整備機器利用枠と一般枠に分かれ公設試からの応募が難しかったため、次年度以降の運営方針について改善すること。

　19. 文部科学省が毎年実施している「都道府県の科学技術に関する予算調査」について、まとめ要約版ではなく資料編最新版の提供を行うこと。

以　　上　　
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